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業績ハイライト

第54期 第56期第55期 第57期

売上高

5,717

4,333

9,000
(予想)9,038 8,639

10,830

（単位 ： 百万円）

4,130 4,228

中間 期末
親会社株主に帰属する中間（当期）純利益（単位 ： 百万円）

第54期 第56期第55期 第57期

300 282

580
(予想)557

457
534

237 219

中間 期末
経常利益 （単位 ： 百万円）

第54期 第56期第55期 第57期

417453

900
(予想)

758 742
824

386 352

中間 期末

株主の皆様へ

　株主の皆様におかれましてはますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
　平素は格別のご支援を賜り、厚くお礼申しあげます。
　ここに平成28年3月16日から平成28年9月15日までの第57期中間期の事業概況に
ついてご報告申しあげます。
　当中間期におけるわが国経済は、企業部門では円高の進行や原油安の影響により収益
は下押しされたものの、個人消費はプラスの伸びを示し、堅調に推移いたしました。一
方、海外経済は、米国など先進国が堅調に推移する中、新興国経済は徐々に回復の傾向が
見られましたが、英国のＥＵ離脱による為替の著しい変動、ＥＵ圏経済の減速懸念など、
先行きの不透明感が続きました。
　このような状況の中、当社グループは、金属製品事業につきましては、製品の高付加価
値化と差別化を進め、既存製品のコスト構造の見直しや効率的な生産体制の構築により
収益の安定化に取り組んでまいりました。また、お客様を最優先に、よりお客様に近く、
より迅速な物流システムを構築するため、今夏さいたま市に東部物流センターを開設し
てサプライチェーンを強化するとともに、基盤整備事業、復興事業の進展による建設関
連需要を充足するため、積極的な提案営業に努めてまいりました。
　一方、環境関連事業につきましては、省エネ、創エネ機能の向上によるエネルギー収支
の改善、災害時の電力確保がＢＣＰ対策として注目されていますが、再生可能エネル

ギーの固定買取制度の運用見直しもあり、太陽光発電設備への関心はありつつも、導入意欲は一時期の勢いを欠き、堅調に推
移しております。このような環境の中、事業者のニーズに応じた設計、施工提案を継続してまいりました。
　以上の結果、当中間期の売上高は4,333百万円（前年同期比1,384百万円減、24.2％減）となりました。また親会社株主に帰
属する中間純利益は282百万円（前年同期比18百万円減、6.1％減）となりました。
　当中間期の業績を受けて、中間配当金は1株につき9円とさせていただきました。
　株主の皆様におかれましては、何卒格別のご理解をいただき、倍旧のご支援とご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

平成28年11月

代表取締役社長

010_0307601602812.indd   1 2016/10/31   10:25:09



2

　作業工具は、国内販売では多様な製品プロモーションと
販路の拡大を促進し、建設、設備投資需要に応えることによ
り、機械メンテナンス関連工具や治工具類の売上が堅調に
推移いたしました。海外市場では、アジア諸国の一部では需
要回復傾向が見られましたが、主要市場である韓国向けの
輸出高は伸び悩みました。産業機器は、都市再開発に伴う設
備投資、鉄道駅のバリアフリー化などの整備事業が続く中、
吊クランプ、ジブクレーンの販売が順調に推移し、荷役作業
の効率性に優れた汎用クレーン類の需要が増加いたしまし
た。
　これらの結果、当セグメントの売上高は2,595百万円、セ
グメント利益は561百万円となりました。

▼  金属製品事業	2,595百万円　前年同期比0.1％減

　再生可能エネルギー市場の変化を背景に、スマート化技
術の進展とともに蓄電型自家消費発電モデルへの関心が高
まっており、事業所や貯水池を利用した太陽光発電設備の
導入需要は底堅く推移しております。このような環境の中、
企画営業部門と施工部門との緊密な連携と事業運営によ
り、魅力ある提案を継続してまいりましたが、資材の価格上
昇による施工原価の負担増や天候不順による工事の長期化
などにより利益面では伸び悩みました。また、売電部門で
は、大阪府河南町及び柏原市に設置した3カ所の発電所が
順調に稼働しており、収益の安定化に寄与しております。な
お、当事業については前上半期に極端に売上高が集中して
おりましたが、当期においては年間にわたり業績予想売上
高の達成に向け、取り組んでまいります。
　これらの結果、当セグメントの売上高は1,738百万円、セ
グメント利益は92百万円となりました。

▼  環境関連事業	1,738百万円　前年同期比44.3％減

5,104

金属製品事業売上高 （単位 ： 百万円）

■ 中間
■ 期末

第55期 第56期

2,597

5,026

2,514

第57期

2,595

5,729

環境関連事業売上高 （単位 ： 百万円）

■ 中間
■ 期末

第55期 第56期

3,123
3,613

1,714

第57期

1,738

売上高構成比

59.9％
金属製品事業

売上高構成比

40.1％
環境関連事業

〈主要製品〉　作業工具：�レンチ、スパナ、プライヤ類・配管工具類・プー
ラ類

産業機器：�治工具類・吊クランプ類・クレーン類・マグネ
ット類

〈主要事業〉　�太陽電池モジュール及び関連機器の販売 
電気工事業、電気通信工事業 
太陽光発電システムの設計・施工、売電事業

セグメント別の概略
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■　中間連結貸借対照表� （単位 ： 百万円） � （単位 ： 百万円）

POINT③

POINT②

POINT①
現金及び預金の増加224百万円、商品及び製品の増加
222百万円がありましたが、受取手形及び売掛金の減少
652百万円等により、90百万円減少しました。

機械装置及び運搬具の減少50百万円がありましたが、建
物及び構築物の増加297百万円等により、235百万円増
加しました。

長期借入金の増加270百万円がありましたが、未払金の
減少177百万円、再評価に係る繰延税金負債の減少54百
万円等により、95百万円減少しました。

流動資産　90百万円減少

固定資産　235百万円増加

負債合計　95百万円減少

科　目 当中間期末
平成28年9月15日現在

前期末
平成28年3月15日現在

資産の部

流動資産 5,478 5,568

固定資産 6,114 5,878

　有形固定資産 5,723 5,474

　無形固定資産 13 15

　投資その他の資産 377 388

資産合計 11,592 11,447

科　目 当中間期末
平成28年9月15日現在

前期末
平成28年3月15日現在

負債の部

流動負債 1,260 1,541

固定負債 2,282 2,097

負債合計 3,543 3,639

純資産の部

株主資本 5,643 5,454

　資本金 1,898 1,898

　資本剰余金 836 836

　利益剰余金 2,911 2,722

　自己株式 △� 2 △� 2

その他の包括利益累計額 2,405 2,353

　その他有価証券評価差額金 96 107

　繰延ヘッジ損益 △� 7 △� 16

　土地再評価差額金 2,317 2,262

純資産合計 8,049 7,808

負債純資産合計 11,592 11,447

１株当たり配当金推移（円）

第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

通期 15※ 18 18 18 18（予想）
中間 6 7.5 9 9 9
期末 9※ 10.5 9 9 9（予想）

（※記念配当金3円を含む）

第56期
(中間）

第56期
(期末）

第57期
(中間）

自己資本比率 67.6％ 68.2％ 69.4％
１株当たり中間（当期）純利益 28円95銭 51円46銭 27円18銭

配当金推移

POINT
③

POINT
①

POINT
②

連結決算の状況
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■　中間連結損益計算書� （単位 ： 百万円） ■　中間連結キャッシュ・フロー計算書� （単位 ： 百万円）

POINT⑤

POINT④
前中間期に比べ1,384百万円減少しました。
セグメント別では金属製品事業は２百万円の減少、環境
関連事業では1,385百万円減少しました。

コストダウンに努めた結果、売上原価率は低下しましたが、
売上高の減少により経常利益は35百万円減少しました。

売上高

POINT⑥
たな卸資産の増加234百万円、法人税等の支払202百万
円がありましたが、売上債権の減少652百万円、税金等調
整前中間純利益418百万円等により568百万円資金が増
加しました。

営業活動によるキャッシュ・フロー

POINT⑧
長期借入金の返済による支出260百万円、配当金の支払
93百万円がありましたが、長期借入れによる収入500百
万円により125百万円資金が増加しました。

財務活動によるキャッシュ・フロー
経常利益

科　目
当中間期

平成28年3月16日から
平成28年9月15日まで

前中間期
平成27年3月16日から
平成27年9月15日まで

売上高 4,333 5,717

　売上原価 3,177 4,547

売上総利益 1,156 1,170

　販売費及び一般管理費 692 672

営業利益 463 497

　営業外収益 9 12

　営業外費用 54 56

経常利益 417 453

　特別利益 0 0

税金等調整前中間純利益 418 454

　法人税、住民税及び事業税 168 184

　法人税等調整額 △� 32 △� 31

　法人税等合計 135 153

中間純利益 282 300

親会社株主に帰属する中間純利益 282 300

科　目
当中間期

平成28年3月16日から
平成28年9月15日まで

前中間期
平成27年3月16日から
平成27年9月15日まで

営業活動による
キャッシュ・フロー 568 556

投資活動による
キャッシュ・フロー △� 465 △� 60

財務活動による
キャッシュ・フロー 125 △� 587

現金及び現金同等物に係る
換算差額 △� 4 2

現金及び現金同等物の
増減額（△は減少） 224 △� 88

現金及び現金同等物の
期首残高 1,544 1,437

現金及び現金同等物の
中間期末残高 1,768 1,349

POINT
④

POINT
⑤

POINT
⑥

POINT
⑦

POINT
⑧

POINT⑦ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有形固定資産の取得による支出467百万円等により465
百万円資金が減少しました。
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東部物流センター開設
－ サービス品質の向上を目指して －

　当社では、物流システムの強化を図るため、さいたま

市に「東部物流センター」を開設し、8月17日より稼働を

開始しました。

　これまで当社製品は、堺市の自社倉庫より全国のお客

様へ発送していましたが、新たな物流拠点の開設によ

り、東日本、北日本地域へのリードタイム短縮、市場環境

への俊敏な対応など、サプライチェーンマネージメント

の最適化を可能にしました。

　また、東部物流センター内にはステークホルダーを対

象とした当社製品の展示エリアの設置と整備を予定し

ています。多岐にわたる製品の特徴を実感し、クレーン

類の操作性を体験していただくことで製品への信頼性

をいっそう高めていただき、新たな販路拡大・開拓に活

用することができます。

　物流の効率化とともに営業活動の拠点として拡充し、さ

らなる顧客サービスの向上に取り組んでまいります。

概　要

株式会社スーパーツール
　東部物流センター

住 所 さいたま市見沼区

卸町2-6-9

敷地面積 5,449.50㎡

延床面積 6,692.76㎡
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設 　 立 昭和35年12月10日

資 本 金 1,898百万円

本 社・ 工 場 大阪府堺市中区見野山158番地

　 支 　 店
大阪支店（大阪府堺市）
東京支店（東京都品川区）
名古屋支店（名古屋市中区）

　 営 業 所

札幌営業所（札幌市白石区）
仙台営業所（仙台市若林区）
新潟営業所（新潟市東区）
広島営業所（広島市西区）
福岡営業所（福岡市博多区）

　　物流センター 東部物流センター（さいたま市見沼区）

子 会 社 株式会社スーパーツールECO（本社：大阪府堺市）

発行可能株式総数 30,000,000株

発行済株式総数 10,405,480株
（自己株式8,700株を含む）

1単元の株式の数 1,000株

株主数 2,708名

■　会社の概況 ■　株式の状況

大株主の状況

株式分布状況

※ 持株比率は自己株式（8,700株）を控除して算出しております。

金融機関
4名 0.15%

金融機関 238,000株 2.29%
その他法人
62名 2.29%

その他法人
938,950株 9.02%

金融商品取引業者 13名 0.48%

外国法人等 
79,000株 0.76%

外国法人等
12名 0.44%

自己名義
8,700株 0.08%自己名義

1名 0.04%

金融商品取引業者 211,834株 2.04%

個人・その他
2,616名 96.60%

個人・その他
8,928,996株
85.81%

所有者別
株主分布状況

所有株数別
株式分布状況

2,708名 10,405,480株

代表取締役社長 吉川　　明

常務取締役 木村　　章

常務取締役 平野　量夫

取締役 中村　　滋

取締役 川瀬　雅照

常勤監査役 篠畑　雅光

社外監査役 松本　　司

社外監査役 田中　　豪

■　役　員

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

濱中ナット販売株式会社 438 4.21

水元　公仁 235 2.26

竈　　利英 227 2.18

竈　　圭人 190 1.83

竈　　和夫 181 1.74

吉川　　明 178 1.71

株式会社池田泉州銀行 170 1.64

竈　志摩子 158 1.52

スーパーツール従業員持株会 154 1.49

川口　久之 151 1.45

会社及び株式の状況（平成28年9月15日現在）
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株式会社スーパーツール
〒599-8243　大阪府堺市中区見野山158番地
TEL （072）236-5521

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

事業年度 毎年３月16日から翌年３月15日まで

期末配当金
受領株主確定日 ３月15日

中間配当金
受領株主確定日 ９月15日

定時株主総会 毎年６月（事業年度末日の翌日から３ヵ月以内）

株主名簿管理人
特別口座の
口座管理機関

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

同連絡先

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
電　話　0120－094－777（通話料無料）

上場証券取引所 東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）

公告の方法

電子公告により行う
公告掲載ＵＲＬ http://www.supertool.co.jp

（ただし、電子公告によることができない事故、その他やむ
を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に公告いたし
ます。）

単元株式数 1,000株

（ご注意）
１.	�株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を

開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座
を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ
信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

２.	�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ
信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関

（三菱ＵＦＪ信託銀行）にお問合せください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国本支
店にてもお取次ぎいたします。

３.	未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたします。

■　株主メモ

当社ホームページで
は、最新のニュースや
IR情報、製品情報など
さまざまな情報をご
提供しています。

ＩＲ情報

製品情報
カテゴリーや目的別に詳しい製品情報を見ること
ができます。またピックアップ製品としてスー
パーツールがおすすめする新製品等をご紹介して
います。

チラシダウンロード動画で見る使用例
チラシ等のPDFや使用例の動画をご用意しており
ます。

ホームページのご案内
http://www.supertool.co.jpスーパーツール 検 索
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